総合評価落札方式競争入札技術評価基準の改正に係る新旧対照表
	改　　　正　　　前
	改　　　正　　　後


１～６　〔略〕

	７　留意事項

【各工事用共通】
①～⑤〔略〕

⑥　配置予定技術者の評価において、評価項目「配置予定技術者の資格と経験年数」で一級相当資格として認めるのは、発注業種に応じて、次に掲げる国家資格等を有する者に限るものとする。
発注業種

資格

土木

１級建設機械施工管理技士、１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

建築一式

１級建築施工管理技士

一級建築士

電気設備

１級電気工事施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、電気電子・総合技術監理（電気電子））

管設備

１級管工事施工管理技士

技術士（機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」・総合技術監理（「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」）、上下水道・総合技術監理（上下水道）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、衛生工学・総合技術監理（衛生工学）、衛生工学「廃棄物・資源循環」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源循環」）、衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」））

舗装

１級建設機械施工管理技士

１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」））

鋼橋上部

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

一級建築士

技術士（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」））

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ

土木と同じ

法面処理

１級建設機械施工管理技士

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

機械設備

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

一級建築士

技術士（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、機械・総合技術監理（機械）、機械「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」・総合技術監理（「熱・動力エネルギー機器」又は「流体機器」）、上下水道・総合技術監理（上下水道）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、衛生工学「廃棄物・資源循環」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物・資源循環」）、衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」））

塗装

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

グラウト

法面処理と同じ

通信設備

１級電気通信工事施工管理技士

技術士（電気電子・総合技術監理（電気電子））、電気通信工事業に関して建設業法第15条第2号ロ若しくはハに該当する者

しゅんせつ

１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」））

造園

１級造園施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、森林「林業・林産」・総合技術監理（森林「林業・林産」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

ボーリング

１級建設機械施工管理技士

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業農村工学」・総合技術監理（農業「農業農村工学」）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

消防設備

甲種消防設備士

標識設置

法面処理と同じ

鋼工作物

鋼橋上部と同じ

防水

１級建築施工管理技士

⑦～⑫〔略〕
〔施工実績〕～〔経営品質の取組〕〔略〕
〔資格取得の取組〕
①　技術者の資格取得の実績は、以下により確認する。

・　対象は【各工事用共通】 ⑥の表に示す資格とし、発注業種は問わない。

・　資格の取得状況及び雇用関係を証明する資料の写しにより証明すること。

②　登録基幹技能者の実績は、以下により確認する。

・　対象は、以下の（一財）建設業振興基金ホームページに掲載されている登録基幹技能者を対象とし、発注業種は問わない。
https://www.kensetsu-kikin.or.jp/humanresources/technician/status.php
・　登録基幹技能者講習修了証及び雇用関係を証明する資料の写しにより証明すること。

〔施工経験〕～〔若手技術者又は女性技術者の配置の有無〕〔略〕
〔配置予定技術者の週休２日制の取組実績〕
①　対象は国又は岩手県が発注した工事のうち、岩手県内において施工した工事を対象とする。

②　週休２日制の取組実績は、以下の資料により確認する。

・　国が発行した「週休２日実施証明書」又は岩手県が発行した「週休２日達成証明書」

・　CORINS又は契約書の写し（CORINSに登録されていない場合）等

③　上記証明書に配置予定技術者の氏名が記載されていない場合や、証明書が発行されていない場合は評価対象外とする。

④　国が発行した証明書のうち有効期間が記載されており、かつ申請期限の日時点で有効期間が切れている場合であっても、評価対象期間の工事実績であれば評価対象とする。
〔災害活動の実績等〕～〔災害応急工事の実績〕〔略〕
【海上・海中工事用】〔略〕
【一般、災害復旧及び海上・海中工事用（ＩＣＴ活用工事）】

〔配置予定技術者のＩＣＴ活用工事の施工実績〕

①　対象は国又は岩手県が発注した工事のうち、岩手県内において施工した工事を対象とする。

②　ＩＣＴの全面的な活用とは、工種毎に定める施工プロセスを全て実施した場合とする。

　　ただし、工種によって発注者が実施できない項目があると判断した場合には、その項目を除いた残りのすべての項目を実施した場合とする。

（例）・ICT建設機械による施工が設定されていない工種など
③　ＩＣＴ活用工事の施工実績は、以下の資料により確認する。

・　国が発行した「ＩＣＴ活用証明書」又は岩手県が発行した「ＩＣＴ活用工事実施証明書」

・　CORINS又は契約書の写し（CORINSに登録されていない場合）等

④　上記証明書に配置予定技術者の氏名が記載されていない場合や、証明書が発行されていない場合は評価対象外とする。

⑤　国が発行した証明書のうち有効期間が記載されており、かつ申請期限の日時点で有効期間が切れている場合であっても、評価対象期間の工事実績であれば評価対象とする。
別紙２
評価基準及び配点（技術提案評価項目Ｂ）
評価項目
評価内容
評価基準
評価点
選択項目

ア　総合的なコスト縮減

イ　工事目的物の性能、機能の向上

ウ　社会的要請への対応
①（個別の提案課題：入札公告による）

提案項目数は5項目までとする

提案項目ごとに評価する
提案が優れている

3.0

提案がやや優れている

1.5

提案が適切である

0.7

提案が不適切である

0.0

評価点を合算する（最大3.0×5項目）
最大15.0

最高点者加算
1.0

小計（ａ）

16.0

②発注者が指定した上記課題以外の選択項目に資する技術提案について
提案項目数は2項目までとする

提案項目ごとに評価する
提案が優れている

2.0

提案が適切である

1.0

提案が不適切である

0.0

評価点を合算する（最大2.0×2項目）
最大4.0

小計（ｂ）

　4.0

評価点合計（Ｂ）
（ａ）+（ｂ）

20.0

留意事項

①　以下の場合、技術評価点（技術提案評価項目Ａ及び技術提案評価項目Ｂ）を０点とする。

・　技術提案評価項目Ｂ技術提案）が０点

・　提案枚数（Ａ４判 2枚）を超過

・　記入文字の大きさが10ポイント未満

・　技術提案書に付随する参考資料を添付

②　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。

③　技術提案の個別提案課題は、発注者が以下の技術提案項目から選択し、工事内容を考慮のうえ設定する。

ア　総合的なコスト縮減・・・ライフサイクルコスト及びその他コストに関し、発注者が指定した課題に対する技術提案内容

イ　工事目的物の性能、機能の向上・・・工事目的物の性能、機能に関し、発注者が指定した課題に対する技術提案内容

ウ　社会的要請への対応・・・社会的要請への対応に関し、発注者が指定した課題に対する技術提案

なお、発注者が選択した技術提案項目及び個別提案課題は、入札公告により確認のこと。

④　提案項目数は、発注者が指定した課題については５項目まで、発注者が指定した課題以外の選択項目に資する技術提案については２項目までとし、これを超える項目数を提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価対象外とする。

⑤　技術提案書には、提案項目ごとに達成目標（効果）、達成目標に対する手法（やり方）及び手法に対する根拠（裏付け）を記載すること。

⑥　評価対象者数が１者の場合、不適切な提案以外は、提案項目ごとに最高点を付与する。
⑦　最高点者加算（1.0点）については、発注者が指定した課題の提案項目ごとの評価点の合計が最高の者に加算するものとし、最高点者が複数の場合はそれらに1.0点ずつ加算するものとする。なお、評価対象者数が１者しかない場合又は評価点の合計が全者０点の場合は加算しないものとする。

別紙３
評価基準及び配点（技術提案評価項目Ｃ）
評価項目
評価内容
評価基準
評価点
施工管理
品質等を高めるための技術提案

（個別の提案課題：入札公告による）
提案項目数は3項目までとする

提案項目ごとに評価する
提案が優れている

3.0

提案がやや優れている

1.5

提案が適切である

0.7

提案が不適切である

0.0

評価点を合算する（最大3.0×3項目）
最大9.0

最高点者加算
1.0

評価点合計（Ｃ）
10.0

留意事項

①　以下の場合、技術評価点（技術提案評価項目Ａ及び技術提案評価項目Ｃ）を０点とする。

・　技術提案評価項目Ｃ（技術提案）が０点

・　提案枚数（Ａ４判 1枚）を超過

・　記入文字の大きさが10ポイント未満
・　技術提案書に付随する参考資料を添付

②　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。

③　技術提案の個別提案課題は、発注者が工事内容を考慮のうえ設定する。

なお、発注者が設定した個別提案課題は、入札公告により確認のこと。
④　提案項目数は３項目までとし、これを超える項目数を提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価対象外とする。

⑤　技術提案書には、提案項目ごとに品質等を高めるための施工上の工夫や配慮について記載すること。

⑥　評価対象者数が１者の場合、不適切な提案以外は、提案項目ごとに最高点を付与する。
⑦　最高点者加算（1.0点）については、提案項目ごとの評価点の合計が最高の者に加算するものとし、最高点者が複数の場合はそれらに1.0点ずつ加算するものとする。なお、評価対象者数が１者しかない場合又は評価点の合計が全者０点の場合は加算しないものとする。
別紙４〔略〕

別紙５
技術提案評価項目Ａにおいて申請内容に錯誤等があった場合の取扱い
１　取扱いの基本

　(1) 申請内容に錯誤があった場合は、過小評価については自己評価点で評価（点数変更なし）、過大評価については最低点による再評価（０点）とし、具体的な判断基準は２のとおりとする。（複数の評定点の合計値を評価点とする「資格取得の取組」及び「災害活動の実績等」については、合計値からなる評価点をもって過大評価又は過小評価の判定を行う。）
　(2) 申請内容を証明する資料が提出されない場合は、その項目は最低点による再評価（０点）とする。

　(3) 配置予定技術者の要件について、申請した技術者以外の者を配置しようとする場合は、配置予定技術者の要件に係る項目は最低点による再評価（０点）とする。
(4) 専任補助者の配置が認められない（主任技術者又は監理技術者として若手又は女性を登用しない場合）にもかかわらず専任補助者を配置する申請とした場合は、専任補助者の能力等で評価を行う項目は最低点による再評価（０点）とする。

２　具体的な判断基準
評価項目

申請内容に錯誤があった場合

自己評価点（点数変更なし）

最低点再評価（0点）

企業の施工能力

施工実績

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

工事成績評定

・自己評価点が申請点数より下位の配点の場合

・申請点数が間違っているが、配点区分に変更がない場合

・申請点数が間違っており、下位配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請点数より上位の配点の場合

・申請点数が実績点数と異なり、下位配点区分に変更となる場合

・発注業種と異なる工事成績を申請した場合

・県以外の機関の工事成績評定点を申請した場合

経営品質の取組

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合
・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類等で実績が確認された場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・対象外の表彰実績又はＩＳＯ取得実績等を申請した場合

資格取得の取組

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合
・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・評価項目「雇用対策の実績」における新規雇用の評価対象者と同一の者を申請した場合
・①②の申請実績の両方又はいずれか一方が確認できない場合

配置予定技術者の要件

施工経験

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

・主任（監理）技術者、専任補助者、現場代理人以外の施工経験を申請した場合

配置予定技術者の工事成績評定

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請点数より上位の配点の場合

・申請点数が実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・主任（監理）技術者、専任補助者、現場代理人以外の工事成績を申請した場合

・県以外の機関の工事成績評定点を申請した場合

配置予定技術者の表彰実績

・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類等で実績が確認された場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・対象外の表彰実績を申請した場合

配置予定技術者の資格と経験年数

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・今回の発注業種に応じた資格でない場合

配置予定技術者の継続教育（ＣＰＤ）の取り組み状況
・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・証明書類が指定した期間外の場合
・指定した証明書類で証明されなかった場合

若手技術者又は女性技術者の配置の有無
・自己評価点が申請より下位の配点の場合

・自己評価点が申請より上位の配点の場合

配置予定技術者の週休２日制の取組実績
・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合
・指定した証明書類で証明されなかった場合
・証明書に配置予定技術者の氏名が記載されていない場合

配置予定技術者のＩＣＴ活用工事の施工実績（ＩＣＴ活用工事）

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合
・指定した証明書類で証明されなかった場合
・証明書に配置予定技術者の氏名が記載されていない場合

地域精通度等
地域内拠点の有無

・自己評価点が申請より下位の配点の場合

・自己評価点が申請より上位の配点の場合

災害活動の実績等

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・①②の申請実績の両方又はいずれか一方が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

・証明書類が指定した期間外の場合

雇用対策の実績

・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

無償奉仕活動の実績

・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
・対象期間外の実績を申請した場合

・対象活動以外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

維持修繕業務等の実績

・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・対象業務（建築物の緊急修繕工事を含む）以外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

災害応急工事の実績（災害復旧工事用）

・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・指定した災害以外の災害での実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

船舶の所有状況（海上・海中工事用）

・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合

・指定した船舶以外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

以下〔略〕
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